
大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

1-(1)
「学校」をプラットフォーム
とした総合的な子どもの
貧困対策の展開

1-(1)-①
学校教育による学力保障

放課後等学習支援

　授業だけでは学習内容の習得が十分でない児童・
生徒や学習意欲・学習習慣に課題のある児童・生徒
などに対し、放課後等の時間を活用し、一人ひとりの
学習到達状況に応じたきめ細かな指導を実施するた
め放課後等学習支援員を配置する。

教育支援課 ○ ○

1-(1)-②
学校を窓口とした福祉関連機関
等との連携

学校問題支援室の運営

　いじめや不登校、その他問題行動に対する学校の
対応を総合的に支援するため、スクールソーシャル
ワーカーや学校問題サポート専門員等で構成される
専門家チーム「学校問題支援室」により、学校への継
続的な助言や関係機関との連絡調整、個別の事案へ
のフォローアップ等を行う。

教育指導課 ○ ○

児童・生徒の不登校対策

　不登校対策委員会で策定した不登校からの学校復
帰と不登校の未然防止に関する方針に基づき、不登
校担当者連絡会で担当教員が学校での不登校防止
の取組みを協議し実践していく。
また、不登校対策マニュアルの活用、理解啓発資料
等の作成配布、学識経験者等の専門家による研修会
の実施により、教職員への理解啓発を図っていく。
さらに、スクールソーシャルワーカーや家庭と子どもの
支援員を派遣し、学校復帰や未然防止のための家庭
への支援をより充実させていく。

教育支援課 ○ ○

小学校へのスクールカウンセラーの派
遣＜教育センター＞

　小学校におけるカウンセリング等の充実を図り、不
登校、いじめ、問題行動等の解決のため、区立教育セ
ンターのスクールカウンセラーを区立小学校に週1～2
回派遣する。

教育支援課 ○

中学校へのスクールカウンセラーの派
遣＜教育センター＞

　中学校におけるカウンセリング等の充実を図り、不
登校、いじめ、問題行動等の解決のため、区立教育セ
ンターのスクールカウンセラーを区立中学校に週２回
派遣する。

教育支援課 ○

教育センターの教育相談
＜教育センター＞

　区内在住の幼児から高校生まで及びその保護者を
対象に、不登校、いじめ、就学・進路、問題行動などの
相談を、面接及び電話で行う。

教育支援課 ○ ○ ○

つくし教室
＜教育センター＞

　区立小・中学校に在籍している児童・生徒で、様々な
理由から学校へ行けない子どもに対し、学校へ行ける
ように相談・学習・スポーツ活動などを通して指導・援
助を行う。

教育支援課 ○ ○
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

１
　
教
育
の
支
援

1-(1)
「学校」をプラットフォーム
とした総合的な子どもの
貧困対策の展開

1-(1)-③
地域による学習支援

地域協働学校（コミュニティ・スクール）
の推進

　地域の住民及び保護者等が学校の運営に参画する
ことにより、地域に信頼され、地域に支えられる開か
れた学校づくりを進めていく。そのため、学校運営協
議会委員の研修や、地域・保護者への説明会の実
施、パンフレットの作成・配付による周知等を行いなが
ら、順次、地域協働学校の指定学校を増やしていく。
なお、指定にあたっては、1年間は準備校とし、各学校
の状況や地域の実情に十分に配慮しながら円滑な導
入を図っていく。

教育支援課 ○ ○

スクール・コーディネーターの活動

　各小・中学校に1 名ずつのスクール・コーディネー
ターを配置し、小・中学校に地域の教育力を橋渡しす
ることで、学校の教育活動を支援するとともに、学校を
核とした家庭・地域の活動を進め、子どもの教育活動
や体験学習活動の充実を図る。

教育支援課 ○ ○

1-(1)-④
高等学校等における就学継続
のための支援

第3子目以降の保育料無料化
　保育を必要とする就学前の児童3人以上を保育園等
に預けている場合の保育料軽減策として、保育料の
負担は2人までとし、それ以外は公費負担とする。

保育園子ども
園課 ○

子ども園の保護者の負担軽減
　子ども園児の保護者の経済的負担を軽減させるた
め、対象基準に該当する場合に保育料等を免除す
る。

保育園子ども
園課 ○

区立幼稚園保護者の負担軽減

　一定所得以下の保護者について保育料を無料とす
るとともに、所得の多寡に関わらず小学3年生以下の
兄姉がいる園児を扶養する世帯の保育料を軽減す
る。

学校運営課 ○

私立幼稚園保護者の負担軽減
　私立幼稚園に在籍する園児の保護者に対して、入
園料補助金、保育料補助金、就園奨励費を、各々の
対象基準に該当する場合に支給する。

学校運営課 ○

1-(3)
就学支援の充実

就学援助
　経済的理由により就学困難な小・中学生の保護者に
対し、学用品費、学校給食費等を援助する。

学校運営課 ○ ○

外国人学校児童・生徒保護者補助金
　経済的理由により就学困難な外国人学校の児童・生
徒の保護者に補助金を支給する。（所得制限あり）

多文化共生推
進課 ○ ○

1-(2)
貧困の連鎖を防ぐための
幼児教育の無償化の推進
及び幼児教育の質の向上

1-(3)-①
義務教育段階の就学支援の充
実
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

1-(3)
就学支援の充実

奨学資金の貸付
　高等学校等に在学し、又は入学する者のうち、成績
優秀であり、かつ経済的理由により修学困難な生徒に
対して、修学に必要な資金の一部の貸付を行う。

教育調整課 ○ ○

島田育英基金
　高等学校等へ進学する成績優秀な者に対し、島田
育英基金の運用益等を利用した育英資金を支給す
る。

総務課 ○

院内学級の運営（特別支援学級の運
営）

　余丁町小学校に特別支援学級（病弱）として設置し、
東京女子医科大学病院内にて実施している院内学級
において、病弱児童への教育を行う。

教育支援課
学校運営課 ○

在籍児童・生徒に対する機能訓練の充
実＜新宿養護学校＞

　新宿養護学校に在学する児童・生徒の健康の維持
増進、運動機能の向上を図るため、理学療法士、作
業療法士、言語聴覚士による指導を行う。

教育支援課 ○ ○

巡回指導・相談体制の構築

　医師･学識経験者や心理職などの専門家で構成され
る支援チームが各学校・幼稚園を巡回し､発達障害の
ある児童･生徒などに対する適切な指導や必要な支援
について指導･助言を行う。
また､特別支援教育推進員を学校に派遣し､発達障害
のある児童･生徒への適切な教育的支援を行うなど､
学校内指導体制の充実を図る。
さらに､支援が必要な児童･生徒が増加傾向にあるた
め､区としての新たな特別支援教育の推進体制を検討
し方針を策定する。

教育支援課 ○ ○ ○

1-(4)-①
高等教育の機会を保障するよう
な奨学金制度等の経済的支援
の充実

受験生チャレンジ支援貸付事業
学習塾等の受講料および高校・大学などの受験料の
負担が経済的に困難な低所得者に対して、貸付けを
行うことにより、低所得者世帯の受験生を支援する。

地域福祉課 ○ ○

1-(4)-②
国公私立大学生・専門学校生等
に対する経済的支援

1-(5)
生活困窮世帯等への学習
支援

生活保護受給世帯の小学生等への地
域生活自立支援

　生活保護受給世帯の小中学生とその保護者を対象
に生活習慣の確立や学習意欲の形成のための支援
を民間への業務委託により実施する。

生活福祉課
保護担当課 ○ ○

生活保護受給世帯の小中学生への学
習環境整備支援

　生活保護受給世帯の小中学生を対象に基礎学力向
上等を目的として、学習塾等への通塾費用を支給す
る。

生活福祉課
保護担当課 ○ ○

生活困窮世帯の中学生等への学習支
援

　生活困窮世帯（生活保護受給世帯を含む）の中学生
を対象に高校進学を目的とした学習支援を実施しま
す。
　さらに、この事業を受けて高校に進学した者に対し、
高校に進学した年の8月31日まで定着支援を行う。

生活福祉課
保護担当課
生活支援担当
課

○ ○

１
　
教
育
の
支
援

1-(3)-②
「高校生等奨学給付金（奨学の
ための給付金）制度」などによる
経済的負担の軽減

1-(3)-③
特別支援教育に関する支援の
充実

1-(4)
大学等進学に対する教育
機会の提供
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

1-(5)
生活困窮世帯等への学習
支援

母子生活支援施設における学習支援
　入居中及び退所後の小中高生、その他地域に住ん
でいるひとり親家庭の中高生を対象に、学習支援を実
施する。

子育て支援課 ○ ○

1-(6)-①
学生のネットワークの構築

1-(6)-②
夜間中学校の設置促進

1-(6)-③
子どもの食事・栄養状態の確保

プレイパーク活動の推進
屋外で子どもが安心して遊べる環境を確保し、子ども
の自主的な遊びを支援するため、プレイパーク活動団
体等に対して、活動費等の助成を行う。

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

地区青少年育成委員会活動への支援
地区青少年育成委員会が青少年健全育成を推進す
るために行う、青少年の交流と体験を目的とした文
化・スポーツ事業等に対し助成を行う。

子育て支援課 ○ ○ ○

家庭・地域の教育力向上支援
自立した青少年の育成を目的に、青少年の体験活動
の充実や家庭・地域の教育力向上のための事業を行
う新宿区青少年活動推進委員の活動を支援する。

子育て支援課 ○

未来を担うジュニアリーダーの育成
新宿区独自のジュニアリーダーを育成する。育成の過
程で、子どもの主体性、自主性、協調性を育み「生き
る力」の充実を図る。

子育て支援課 ○ ○

ひとり親休養ホーム
２０歳未満の児童を扶養しているひとり親家庭のレクリ
エーションと休養のため、区で指定した施設を無料又
は低額な料金で利用できる制度。

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ △
20歳未満

夏季施設の運営

　夏季休業中における生活指導の重要性から、区外
施設を利用し、小学５年生の希望者を対象に、自然体
験を中心に、自然に親しむとともに、心身を鍛え、集団
宿泊生活を通じて、協働・自立の精神を育成する。

教育支援課 ○

小学校低学年のための学習支援教室

　子ども総合センター・子ども家庭支援センターでの
ケース対応の中で、養育環境が整わないために学習
の習慣がつかず、学習が遅れてしまう児童に対し、小
学校低学年から学習支援を行うことにより、児童の自
己肯定感を高めることを目指します。
　平成28年度は3所、29年度からは5所のセンターで
行います。

子ども総合
センター ○

入学前プログラム

　新１年生の保護者会等の機会を活用し、入学を機に
保護者としての意識を再確認するためのワークショッ
プや親子のコミュニケーションをテーマとした保護者向
けプログラム及び仲間づくりをねらいとした子ども向け
プログラム等を実施し、家庭の教育力向上を支援する
とともに、子どもと保護者と学校の良好な関係を築くこ
とを目的とする。

教育支援課 ○

1-(6)-⑤
その他

１
　
教
育
の
支
援

１　教育の支援　集計

1-(6)
その他の教育支援

1-(6)-④
多様な体験活動の機会の提供
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

2-(1)
保護者の生活支援

女性及び母子緊急一時保護
　緊急の保護を必要とする女性及び母子を一時的に
指定宿泊所に保護することにより身体の安全を確保
するとともに自立を援助する。

生活福祉課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

母子・父子自立支援員の活動
　ひとり親家庭を対象に生活相談に応じ、自立に必要
な情報提供・助言を行う。

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

2-(1)-②
保育等の確保

私立認可保育所の整備

　子ども・子育て支援事業計画に基づき、認可保育所
を中心とした保育施設の整備を着実に進めることによ
り、保育受入れ枠の拡大を図り、地域の保育需要に応
えていく。

子ども家庭課 ○

区立認可保育園・こども園の管理運営

　保護者の就労や疾病により家庭で保育できないな
ど、一定の要件を満たす場合に子どもを預かる保育
園と、保育園と幼稚園の機能を持つ子ども園では、就
学前の子どもの成長と発達を見据えた一貫した教育・
保育を行うとともに、延長保育や障害児保育、利用者
支援事業などにより、地域すべての子育て家庭を支援
し、家庭と地域の子育て力の向上を図る。

保育園子ども
園課 ○

保育所への保育委託（私立認可保育
園）

　保護者の就労や疾病により家庭で保育を受けること
が困難であると区から認定を受けた子どものうち、私
立認可保育園に入所している就学前の子どもの費用
を支弁する。

保育園子ども
園課 ○

認定こども園等への施設型給付等（私
立認定こども園・幼稚園・保育園）

　教育と保育を一体的に行う認定こども園や幼稚園、
保育園など、教育・保育施設を利用する就学前の子ど
もに対し、その費用を施設型給付等により施設を通じ
て給付する。

保育園子ども
園課 ○

特別保育サービスの充実 【延長、年
末、休日、病児・病後児等】

　就労機会の増大、価値観やライフスタイルの変化に
合わせて、保護者のニーズに機動的に応え、地域バ
ランスも考慮して、多様で多角的な保育環境を整備し
ます。延長保育、休日保育、病児・病後児保育の充実
を図っていく。

保育園子ども
園課 ○

一時保育の充実

　緊急の事情（出産・病気等）や育児疲れの解消等の
理由で、一時的に子どもの保育が必要になったとき
に、保育施設・子ども園では生後6か月から就学前の
子どもを対象に一時保育を実施し、在宅で子育てして
いる家族を支援する。
　保育園・子ども園の開設や改修の際、専用室の整備
が可能な場合は専用室型一時保育を充実させていく。

保育園子ども
園課 ○

２
　
生
活
の
支
援

2-(1)-①
保護者の自立支援
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

2-(1)
保護者の生活支援

2-(1)-②
保育等の確保

定期利用保育の実施
　パートタイム勤務などの短時間就労等で複数月継続
して保育が必要な場合に、生後6か月から就学前の子
どもを対象に、専用室型一時保育と併せて実施する。

保育園子ども
園課 ○

子ども園における預かり保育の充実
　教育課程に係る教育時間後に、希望する園児を対
象に行う教育活動を、子ども園で実施する。

保育園子ども
園課 ○

私立幼稚園預かり保育推進事業
　私立幼稚園で実施している預かり保育事業に助成
し、預かり保育時間の延長、休業期の実施など子育て
支援事業の充実を図る。

学校運営課 ○

ファミリーサポート事業

　子育ての援助を行いたい人（提供会員）と援助を受
けたい人（利用会員）を会員とする、区民の相互援助
活動をサポートする事業で、新宿区社会福祉協議会
に委託して運営している。病児・病後児の預り事業も
行っている。

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

ひろば型一時保育の充実

　身近なところで、短時間、乳幼児を預かることによ
り、在宅で子育てしている家庭を支援していく。
　対象は生後6か月から小学校就学前まで、一回の利
用は4時間以内とする。

子ども総合
センター ○

子どもショートステイ

　病気、出産、看護、冠婚葬祭、出張、育児疲れなど
で保護者が夜間も留守になるなど、一時的に子どもの
保育ができないときに、区内の乳児院や協力家庭で
子どもを預かる。（利用対象は0 歳～小学生までの子
ども）

子ども総合
センター ○ ○

障害幼児一時保育

　一時的に保育が必要なとき、心身の障害や発達に
心配のある子どもを預かる。3歳児以上就学前の子ど
もが対象。事前に登録が必要で、１ケ月の利用は２日
まで。

子ども総合
センター ○

認証保育所への支援

　様々な就労形態やライフスタイルに合った保育需要
に応えていくために、近年整備を進めてきた認証保育
所については、引き続き支援を行うとともに、施設の状
況や意向等を確認し、状況に応じて、認可保育所への
移行を支援していく。

子ども家庭課 ○

２
　
生
活
の
支
援
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

2-(1)
保護者の生活支援

2-(1)-②
保育等の確保

家庭的保育事業・小規模保育事業

　家庭的雰囲気で保育を行う家庭的保育事業、学校
施設や民間賃貸物件を活用した保育ルーム等、子ど
も・子育て支援新制度に対応した地域型保育事業等
の充実を図り、特に保育ニーズの高い0歳から2歳児
の保育受入れ枠を拡大し、多様な保育ニーズに対応
していく。

子ども家庭課
保育園子ども
園課

○

保育ルーム事業
　小学校舎及び幼稚園舎や民間賃貸物件を活用し、
子ども・子育て支援新制度に対応した地域型保育事
業等の充実を図る。

保育園子ども
園課 ○

発達支援、児童発達支援・放課後等デ
イサービス

　就学前及び小学1、2年生の心身に障害のある児童
及び心身の発達に遅れのある児童の自立、社会参加
を支援するために、通所によるグループ活動や個別
活動を通して、言語・理解の促進や運動機能及び日
常生活動作の発達を支援する。

子ども総合
センター ○

△
(放課後等
デイサービ
スのみ、小
学2年生ま

で)

在宅児等訪問支援

　0歳～就学前の心身に障害のある児童及び心身の
発達に遅れのある児童が、子どもの状況や家庭の事
情等で通所できない場合、家庭や入院中の病院等へ
訪問し、発達の支援や情報提供等を行う。

子ども総合
センター ○

学童クラブの充実

　通常時の平日午後6時以降や小学校の長期休業中
の午前9時以前の保育需要に応えるため、区立学童ク
ラブ全所で児童指導業務委託を導入し、延長利用を
実施する。

子ども総合
センター ○

放課後子どもひろばの拡充

　余裕教室等学校施設を活用して、放課後に子どもた
ちが自由に集い、遊び、考え、子ども同士が交流でき
る遊びと学びの場として、「放課後子どもひろば」を小
学校で実施している。

子ども総合
センター ○

児童福祉法に基づく放課後等デイサー
ビス

　心身に障害のある、就学している子どもに、授業の
終了後又は休業日に生活能力の向上のために必要
な訓練や社会との交流を進める支援を継続的に行う。
　区内では９ か所で実施している。

障害者福祉課 ○ ○ ○ ○

障害児等タイムケア事業
　小学校・中学校・高校生の障害児について、放課後・
土曜日及び夏休み等の学校長期休業中の居場所を
提供する。

障害者福祉課 ○ ○ ○

保育園等における障害児保育
　保育園や子ども園で中軽度で集団保育が可能な障
害児童を保育する。
　また、障害児を持つ保護者に対する支援を進める。

保育園子ども
園課 ○

幼稚園における障害児保育
　幼稚園で集団保育が可能な障害児を保育する。安
全の確保と教育的効果の向上を図るため、必要に応
じて介護員を配置する。

学校運営課 ○

２
　
生
活
の
支
援
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

2-(1)
保護者の生活支援

2-(1)-②
保育等の確保

学童クラブにおける障害児保育
　学童クラブで集団生活が可能な障害児等の利用を
受け入れ、適切な指導や必要な支援を行う。

子ども総合
センター ○

ひとり親家庭家事援助者雇用費助成事
業

義務教育終了前の児童を扶養しているひとり親家庭
の親又は子どもが一時的な疾病などにより日常生活
に支障をきたしたとき、家事援助者を雇う費用を助成
する。

子育て支援課 ○ ○ ○

2-(1)-③
保護者の健康確保

母親・両親学級等の開催

　母親・父親になる人に、安心して出産・子育てに臨め
るよう、妊娠、出産、子育てについての理解や知識の
習得と仲間づくりを目的として母親・両親学級を実施し
ている。

保健センター ○

妊婦健康診査
　妊産婦及び乳児の死亡率低下、流産及び早産の防
止並びに子宮内胎児発育遅延等の予防のため、委託
医療機関において、妊娠中の健康診断を行う。

健康推進課 ○

妊婦歯科健康診査
　妊娠期に歯科健康診査を実施し、歯科疾患の早期
発見・早期治療及び予防を行うことにより、産後やそ
の子どもを含めた口腔の健康維持・増進を図る。

健康推進課 ○

妊娠高血圧症候群等医療費助成
　妊娠高血圧症候群等により、入院加療を必要とする
妊産婦に対して、公費による医療の給付を行う。

健康推進課 ○

はじめまして赤ちゃん応援事業
　妊婦とおおむね3～4か月児までの子を持つ母親等
を対象に、心理職等による講話、助産師・保健師によ
る相談、グループで情報交換等を行う。

保健センター ○ ○

妊産婦乳幼児保健指導

　生活保護世帯・区民税非課税世帯に属する妊産婦
及び乳幼児に対して、委託医療機関において、必要な
保健指導が無料で受けられるよう、保健指導票を交付
する。

保健センター ○

助産施設への入所
　保健上必要であるにも関わらず、経済的理由により
病院等での出産が困難な妊産婦に対して、出産費を
公費で負担する。

子育て支援課 ○

産婦健康相談

　産後の健康や授乳相談及び育児不安の解消のた
め、育児相談時に併せて、助産師による健康相談や
保健師、栄養士による保健・栄養相談、歯科衛生士に
よる歯科相談を行う。

保健センター ○

２
　
生
活
の
支
援
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

2-(1)
保護者の生活支援

2-(1)-③
保護者の健康確保

すくすく赤ちゃん訪問

　0か月～生後4か月までの乳児を対象に助産師､保
健師､看護師が訪問して、乳児の発育・栄養・生活環
境・疾病予防等育児に必要な事項について指導する。
　また、産婦の体調管理や子育てに関する情報提供
及び相談を行い、育児不安の解消や必要に応じて適
切なサービスにつなげる。

健康推進課
保健センター ○ ○

育児支援家庭訪問事業（産後支援）
　家庭訪問・育児援助・家事援助等を組み合わせ、産
後支援を行う。

子ども総合
センター ○

親と子の相談室

　3～4か月児健診・1歳6か月児歯科健診時に実施し
ている母親対象の心のアンケートや相談において、育
児不安やうつ傾向が強い方等を対象に、育児不安の
解消及び乳幼児虐待の未然防止・早期発見を図るた
め、精神科専門医やカウンセラーによる相談を行う。

東新宿保健
センター ○ ○

子育て世代のストレスマネジメント講習
会

　子育ての不安・ストレスなどと上手に付き合えるよ
う、はじめまして赤ちゃん応援事業（妊婦とおおむね4
か月児までの乳児を持つ母親等を対象とした事業）に
おいて、ストレス対処法について心理職によるミニ講
座を行い、同内容のリーフレットを配布する。

保健センター ○ ○

女性の健康支援
（女性の健康支援センター）

　女性が生涯を通じて健康で充実した日々を自立して
過ごせるよう、思春期から老年期までの女性を対象
に、健康づくりに関する講座の開催や女性の産婦人
科医師による専門相談を実施する。また、乳がんのし
こり体験や健康測定機器による健康チェック、図書や
インターネット端末による情報収集などができる体験・
測定・情報コーナーの運営等を行い、区民の女性のこ
ころと体の正しい知識の習得と健康づくりに対する支
援を行う。

四谷保健
センター ○ ○ ○ ○

2-(1)-④
母子生活支援施設等の活用

母子生活支援施設への入所
　18 歳未満の子どもを養育している母子家庭が、生
活上のいろいろな問題を抱えている場合、母子を保護
し、自立に向けて支援を行う。

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

その他（保護者）

未熟児、発育・発達の支援を要する子
への対応

　未熟児訪問指導、乳幼児経過観察健診、育児相談
等母子保健サービスを継続的に行うことで、育児不安
の軽減や発達・発育の支援を要する子の早期対応を
行い、養育及び子育ての支援を充実させていく。

保健センター ○ ○

在宅重症心身障害児訪問事業
　療養上の看護や、家族への看護技術指導や相談、
助言を行う。

保健センター ○ ○ ○ ○

２
　
生
活
の
支
援
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

2-(1)
保護者の生活支援

その他（保護者）

在宅児等訪問支援

　0歳～就学前の心身に障害のある児童及び心身の
発達に遅れのある児童が、子どもの状況や家庭の事
情等で通所できない場合、家庭や入院中の病院等へ
訪問し、発達の支援や情報提供等を行う。

子ども総合
センター ○

オリーブの会（MCG）
MCG：Mother and Child Group

　オリーブの会とは、育児不安や虐待問題を抱える母
親のケアをするグループ。
　専門相談員や保健師によるグループ相談を通して、
悩みや問題の軽減を図る。

東新宿保健
センター ○ ○

すこやか子ども発達相談
　多動や自閉傾向など発達上の心配がある乳幼児に
対して、専門医による健康相談を実施し、病気の早期
発見や療育の相談を行う。

牛込保健
センター ○

育児相談・育児グループ ・育児講演会

　乳幼児の心や身体の健康、発育、育児、栄養、歯科
のことについて個別相談を実施する。
　また、双子を持つ保護者の集いや保護者同士の交
流及び情報交換の場として実施する。
　さらに、子育てに関する知識の普及啓発のため講演
会を開催する。

保健センター ○ ○

育児支援家庭訪問事業（養育支援）

　特に養育に支障があると区が認めた家庭や特定妊
婦に対し、専門的な支援員を派遣することにより、養
育環境の改善や養育力の向上による児童の健全な成
長と、虐待防止を図る。

子ども総合
センター ○ ○ ○ ○ ○

発達相談

　子どもの発達、育児、障害等の相談を受け、発達検
査、対応方法等のアドバイス、情報提供等を行う。
　必要に応じて関係機関と連携し、子どもや家庭の状
況に合ったサービスにつなげていく。

子ども総合
センター ○ ○ ○ ○ ○

2-(2)
子どもの生活支援

2-(2)-①
児童養護施設等の退所児童等
の支援

2-(2)-②
食育の推進に関する支援

もぐもぐごっくん支援事業

　乳幼児の保護者からの口腔機能全般に関する相談
に応じることで不安を取り除くとともに、適切な指導に
より健全な母子関係と乳幼児の健やかな発達を促す
ため、各保健センターにおいて、「お口の機能（飲み込
み・噛み方等）」講習会の開催や、個別相談を実施す
る。

保健センター ○

離乳食講習会
　５～６か月児の保護者を対象に、離乳食の進め方の
話と調理実演・試食を行い、保護者の食に対する意識
の向上と乳児期からの健全な食生活の支援を行う。

保健センター ○ ○

２
　
生
活
の
支
援
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

2-(2)
子どもの生活支援

2-(2)-②
食育の推進に関する支援

幼児食教室
　1歳児の保護者を対象に、離乳完了から幼児食への
移行期の食事についての講話と調理実演・試食を行
う。

保健センター ○

栄養相談
　一人ひとりの健康状態、発育・発達状況、歯の本数
や噛む力と食習慣に応じて、適切な栄養相談を行う。

保健センター ○ ○ ○

保育園・子ども園での食育の推進
　食事のマナーを身につけたり、簡単な調理や野菜の
栽培など食の体験を通して、子どもの食生活への関
心を高め、「食を営む力」の基礎を培う。

保育園子ども
園課 ○

学校（園）における食育の推進

　各学校（園）では、「新宿区立学校・園における学校
食育計画」をもとに「食育全体計画」を作成し、幼児・
児童・生徒の発達に応じた系統性のある食育を推進
するとともに、学校における食の教育を充実させるた
め、教員・栄養職員の中に食育推進リーダーを育成
し、食育推進のための校内指導体制を整備する。

教育指導課 ○ ○ ○

児童館等の職員への食育研修
　日々子どもと接している児童指導員を対象に、食育
に関する研修を行い、各館での食育事業の充実や、
子どもへの適切なアドバイスができるようにする。

健康推進課 ○

食育講座

　地域グループや児童館等で食育に関する講習を開
催し、食に関する基本的な知識や、料理づくり・会食な
どの体験を通して食育ボランティア等と食育の普及啓
発を行う。

健康推進課 ○ ○

歯から始める子育て支援体制の構築

　子どもと子育て中の保護者の歯科保健を支えるた
め、区内歯科医療機関従事者や保育士等の子育て支
援専門職をデンタルサポーターとして養成する。
　また、3歳児から6歳児までを対象に、身近な歯科医
療機関での歯と口の健康チェックと保健指導、無料の
フッ化物歯面塗布事業を行っている。

健康推進課 ○

歯科衛生相談

　歯科医師及び歯科衛生士によるむし歯・歯周病予防
及び口腔機能に関する相談や歯みがき指導を、「はじ
めて歯科相談（1 歳児）」「にこにこ歯科相談（2 歳児）」
等の相談日を設け実施している。

保健センター ○ ○ ○ ○ ○

小児生活習慣病予防健診

　子どもたちに適切な食生活や運動の習慣を身につ
けさせるため、区立学校において予防健診を実施し、
小児生活習慣病を早期に発見し、栄養指導・運動指
導等の対策を講じる。

学校運営課 ○ ○

２
　
生
活
の
支
援
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

2-(2)
子どもの生活支援

乳幼児親子の居場所づくり

　子ども総合センター、子ども家庭支援センター、NPO
法人ゆったりーの、区立保育園、子ども園、児童館で
は、乳幼児親子が優先して集えるスペースを確保し、
「居場所づくり」「仲間づくり」を支援するほか、親子で
参加できる行事等を行っている。

保育園子ども
園課
子ども総合
センター

○ ○

中高生にとっての魅力ある居場所づくり
　児童館等での中高生タイムの実施や、子ども家庭支
援センター施設を有効活用し、中高生の居場所を拡
充する。

子ども総合
センター ○ ○

その他（子ども）

情緒障害等通級指導学級の設置

　四谷第六小学校と鶴巻小学校の情緒障害等通級指
導学級において特別支援教室モデル実施を行う。
　これは、通常の学級で学ぶ、知的な遅れのない発達
障害の児童に適切な指導を行うため、3校から4校を1
つのブロックとし、その中に1校の拠点校を設け、拠点
校に配置された教員がブロック内の児童の在籍校を
巡回し指導を行う新たな特別支援教育の体制。このモ
デル実施を経て、28年度からすべての小学校に特別
支援教室を設置していく。

教育支援課
学校運営課 ○

○
（通級指
導学級あ

り）

ことばの教室
＜教育センター＞

　聴覚及び言語に障害のある幼児、児童・生徒が、障
害の状態の改善・克服に必要な技術を身につけること
を目的に聴覚・言語指導の専門家による指導を行う。

教育支援課 ○ ○

心身障害者への助成・在宅重度心身障
害者への助成(紙おむつ等支給、巡回
入浴サービス等)

[補装具等の支給]：障害の状況に応じて適切な補装
具、日常生活用具等を支給する。
[障害者歯科診療]：一般歯科診療機関では治療が困
難な障害者に対し、専門の医療機関で歯科診療を行
う。
[その他]：紙おむつ支給、福祉タクシー等

障害者福祉課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

乳幼児健康診査

　乳幼児の健やかな成長発達を促し、問題の早期発
見・対応を行うため、乳幼児健康診査（3～4か月児・6
か月児・9か月児・1歳6か月児・3歳児）、乳幼児歯科
健康診査、栄養相談、心理相談などの母子保健サー
ビスを継続的に行う。

健康推進課
保健センター ○

予防接種

　子どもの年齢に応じて、BCG・４種混合・麻しん・風し
ん・日本脳炎・小児用肺炎球菌・ヒブ・子宮頸がんなど
の定期予防接種を行う。また、おたふくかぜやインフ
ルエンザなどの任意予防接種の一部公費負担を行
う。対象の方には予防接種予診票を送付する。

保健予防課
保健センター ○ ○ ○ ○ ○

2-(2)-③
ひとり親家庭や生活困窮世帯の
子どもの居場所づくりに関する
支援

２
　
生
活
の
支
援

12



大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

2-(3)
関係機関が連携した包括
的な支援体制の整備

2-(3)-①
関係機関の連携

子ども家庭・若者サポートネットワーク

　教育、福祉、保健、就労支援等の子どもと家庭・若
者支援関係組織のより効果的な連携を図るため、「新
宿区子ども家庭・若者サポートネットワーク」を設置、
運営する。
児童虐待の早期発見・早期対応及び適切な連携を目
的として、児童に関わる関係機関に向けた虐待防止
ネットワークマニュアルを配付している。

子ども家庭課 ○ ○ ○ ○ ○

子ども・若者総合相談窓口

　子ども・若者に関わる既存の各種相談窓口を活用し
て、子ども・若者育成支援に関する相談に応じ、関係
機関の紹介その他の必要な情報の提供及び助言を
行う。

子ども家庭課 ○ ○ ○ ○ ○

子どもと家庭の総合相談（虐待の通報
窓口）

　子ども総合センター及び子ども家庭支援センター４
か所が、区の虐待通告の窓口として、子どもと家庭に
関わる相談に総合的に対応している。児童相談所や
関係機関との密接な連携のもと、迅速な対応を行って
いる。

子ども総合
センター ○ ○ ○ ○ ○

要保護児童対策地域協議会

　保護や支援が特に必要な児童やその保護者及び妊
婦に適切な支援をするために関係機関が必要な情報
の交換を行うとともに支援の内容を協議する。
　区では、「新宿区子ども家庭・若者サポートネット
ワーク」が組織されている。

子ども総合
センター ○ ○ ○ ○ ○

子ども総合センターの運営
　区の総合的な子育て支援施設として、子育てに関す
るあらゆる相談に対応するとともに、各種のサービス
を提供する。

子ども総合
センター ○ ○ ○ ○ ○

子ども家庭支援センターの運営
　子育ての悩みや不安を相談できる体制を整備し、虐
待防止の取組みを含めた要保護児童支援の仕組みを
充実させていく。

子ども総合
センター ○ ○ ○ ○ ○

子育て支援コーディネート体制の充実
　児童福祉・ソーシャルワーク・子育て支援・地域福祉
等に関する講座の受講や自主研究を通じて、区職員
のコーディネート能力の向上を図る。

子ども総合
センター ○ ○ ○ ○ ○

２
　
生
活
の
支
援

13



大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

2-(4)
子どもの就労支援

2-(4)-①
ひとり親家庭の子どもや児童養
護施設等の退所児童等に対す
る就労支援

障害者、高齢者、若年非就業者等に対
する総合的な就労支援

　新宿区勤労者・仕事支援センターでは、働く意欲は
あるものの一般就労に結びつきにくい障害者、高齢
者、若年非就業者等に対して、就労機会の提供を行う
ことにより、就労支援を実施している。

消費者支援等
担当課 ○ ○

2-(4)-②
親の支援のない子ども等への就
労支援 障害者、高齢者、若年非就業者等に対

する総合的な就労支援

　新宿区勤労者・仕事支援センターでは、働く意欲は
あるものの一般就労に結びつきにくい障害者、高齢
者、若年非就業者等に対して、就労機会の提供を行う
ことにより、就労支援を実施している。

消費者支援等
担当課 ○ ○

2-(4)-③
定時制高校に通学する子どもの
就労支援

障害者、高齢者、若年非就業者等に対
する総合的な就労支援

　新宿区勤労者・仕事支援センターでは、働く意欲は
あるものの一般就労に結びつきにくい障害者、高齢
者、若年非就業者等に対して、就労機会の提供を行う
ことにより、就労支援を実施している。

消費者支援等
担当課 ○

2-(4)-④
高校中退者等への就労支援

障害者、高齢者、若年非就業者等に対
する総合的な就労支援

　新宿区勤労者・仕事支援センターでは、働く意欲は
あるものの一般就労に結びつきにくい障害者、高齢
者、若年非就業者等に対して、就労機会の提供を行う
ことにより、就労支援を実施している。

消費者支援等
担当課 ○ ○

2-(5)-①
社会的養護施設の体制整備、
児童相談所の相談機能強化

2-(5)-②
相談職員の資質向上

2-(6)
その他の生活支援

2-(6)-①
妊娠期からの切れ目のない支
援等

出産・子育て応援事業

　妊娠期から保健師等の看護職に相談できる機会を
設け、妊娠・出産・子育てに関する不安やリスクを早期
に把握したうえで、関係機関と連携した継続的な支援
を行う。
　看護職と面接を行った妊婦の方へこども商品券を配
布する。

健康推進課
保健センター ○ ○ ○

2-(6)-②
住宅支援

区民住宅・特定住宅の管理運営
　義務教育修了前の子を扶養する世帯で、所得が一
定基準の区民に対し、区民住宅及び特定住宅を提供
する。

住宅課 ○ ○ ○

2-(5)
支援する人員の確保等

２
　
生
活
の
支
援
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

2-(6)
その他の生活支援

2-(6)-②
住宅支援

区営住宅の管理運営

　住宅に困窮する低額所得者に対して、低廉な使用料
で区営住宅を提供する。区営住宅の種類には、一般
向け・高齢者向け・障害者向け・ひとり親世帯向けなど
がある。

住宅課 ○ ○ ○ ○
△

20歳未満
までのた

め

高齢者等入居支援

　保証人が見つからず民間賃貸住宅への入居が困難
な高齢者、障害者及びひとり親世帯の入居を支援す
るため、協定保証会社等へあっ旋し、契約後に家賃等
債務の保証料を助成する。

住宅課 ○ ○ ○ ○

住み替え居住継続支援

　区内の民間賃貸住宅に居住し、その住宅の取り壊し
等により立ち退きを求められている高齢者、障害者及
びひとり親世帯に対して、転居後住宅の家賃と引越し
費用の一部を助成する。

住宅課 ○ ○ ○ ○

子育てファミリー世帯居住支援

[転入助成]：義務教育修了前の子どもを扶養する世帯
が、区外から区内の民間住宅に住み替える場合に、
引越しにかかる費用と賃貸借契約に係る費用を助成
する。
[転居助成]：区内に居住する義務教育修了前の子ども
を扶養する世帯が、子の出生や成長に伴い区内の他
の民間賃貸住宅に住み替える場合に、引越しに係る
費用と転居前後の家賃の差額を2年間助成する。

住宅課 ○ ○ ○

民間賃貸住宅家賃助成（子育てファミ
リー世帯向）

　区内の民間賃貸住宅に居住する義務教育修了前の
児童を扶養している世帯に対し、家賃の一部を5年間
助成する。

住宅課 ○ ○ ○

自立支援促進事業（ひとり親家庭福祉）

　ひとり親家庭に対して、きめ細かな就労支援を展開
するため、自立支援プログラム策定員を配置し、個々
の状況に応じて自立支援計画を策定し、就労を支援
する。

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○

母子家庭等自立支援給付金事業
効果的な就業促進をするため、就職に有利な資格の
取得や講座の受講に際して、経済的支援を行う。

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○

育児ママの再就職準備講座
　出産を理由に退職し、乳幼児の育児をしている女性
を対象に、再就職のための準備について考える講座
を実施する。

男女共同参画
課 ○ ○

3-②
親の学び直しの支援

3-③
就労機会の確保

３　保護者に対する就労の支援　集計

２　生活の支援　集計

３
　
保
護
者
に
対
す
る
就
労
の
支
援

3-①
親の就労支援

２
　
生
活
の
支
援
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

4-①
児童扶養手当の公的年金との
併給調整に関する見直し

児童扶養手当

　「18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間に
ある児童（一定の障害のある場合は、20歳未満）で、
父母が離婚、父又は母が死亡、父又は母が障害の状
態などの状況にある児童」を養育している人（平成22
年8月から父子家庭の父も対象となった）に支給する。

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

△
特児受給
の場合20
歳未満

4-②
ひとり親家庭の支援施策につい
ての調査・研究の実施に向けた
検討

4-③
母子福祉資金貸付金等の父子
家庭への拡大 母子及び父子福祉資金

　20歳未満の子どもを育てている母子家庭等が、就
学、就職などで資金が必要となった場合に貸付けを行
う。

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ △
20歳未満

4-④
教育扶助の支給方法

生活保護制度

　生活保護受給世帯の小中学生に対し、義務教育に
伴って必要な教材代、学用品費、学校給食費、通学交
通費等を教育扶助費として支給し、義務教育への就
学を支援する。

生活福祉課
保護担当課 ○ ○

4-⑤
生活保護世帯の子どもの進学
時の支援

生活保護制度

　生活保護受給世帯の高校生等に対し、生業扶助（高
等学校等就学費）として、入学料、授業料、教材代、
学用品費、通学交通費等を支給し、高等学校等への
就学を支援する。
　また、高校生等の就労収入のうち、大学等の進学費
用にかかる経費について、収入として認定しないこと
により、大学等への進学を支援する。

生活福祉課
保護担当課 ○

4-⑥
養育費の確保に関する支援

その他

児童手当
　次代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを社会全
体で応援する観点から、15歳到達後最初の3月31日
までの子どもを対象に手当を支給する。

子育て支援課 ○ ○ ○

児童育成手当（育成手当・障害手当）

[育成手当]：「18歳に達する日以後の最初の3月31日
までの間にある児童で、父母が離婚、父又は母が死
亡、父又は母が障害の状態などの状況にある児童」を
養育している人に支給する。
[障害手当]：「20歳未満で愛の手帳1～3度程度、身体
障害者手帳1・2級程度、脳性麻痺又は進行性筋萎縮
症のいずれかの心身障害を有する児童」を養育してい
る人に支給する。

子育て支援課 ○ ○ ○ ○
△

障害手当
のみ20歳

未満

４
　
経
済
的
支
援
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

その他

特別児童扶養手当

　「20歳未満で、愛の手帳1～3度程度、身体障害者手
帳1～3級・4級（一部）程度、日常生活に著しい制限を
受ける疾病等を有する児童」を養育している人に支給
する。

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○

子ども医療費助成
　15歳に達する日以後の最初の3月31日までの子ども
の保険適用医療費の自己負担分及び入院時の食事
療養費を助成する。

子育て支援課 ○ ○ ○

ひとり親家庭医療費助成

　18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間に
ある児童（一定の障害のある場合は20歳未満）を養育
しているひとり親家庭の親と子に対し、保険適用医療
費の自己負担分のうち、一部負担金等相当額を除く
医療費を助成する。

子育て支援課 ○ ○ ○ ○
△

特児等受
給の場合
20歳未満

学童クラブの利用料の減額
　生活保護受給世帯や当該年度住民税非課税世帯
等、一定の要件のある世帯の学童クラブの利用料を
減額する。

子ども総合
センター ○

生活保護受給世帯の小中学生に対す
る健全育成費

　生活保護受給世帯の小中学生に対し、学用品や被
服の購入、夏季休暇中の校外活動、修学旅行の支度
等の費用を支給することにより、就学を援助し、心身
の健全な育成を図る。

生活福祉課
保護担当課 ○ ○

心身障害者医療費助成

　重度心身障害者及び重度心身障害児（子ども医療
費助成対象終了後）が、健康保険を使って診療を受け
たときの自己負担分（全額又は一部）を助成する。（事
業経費は全額東京都が負担し、特別区における東京
都の事務処理の特例に関する条例に基づき特別区が
一部の事務を実施）

障害者福祉課 ○ ○

心身障害者福祉手当
　児童育成手当（障害手当）に該当しない障害児・障
害者に支給する。（一定の要件有）

障害者福祉課 ○ ○ ○ ○ ○

重度心身障害者手当
　常時特別な介護を必要とする障害児・障害者に支給
する。（一定の要件有）

障害者福祉課 ○ ○ ○ ○ ○

障害児福祉手当
　20歳未満で身体又は精神に重度の障害があるた
め、日常生活に常時介護が必要な人に支給する。（一
定の要件有）

障害者福祉課 ○ ○ ○ ○ ○

養育医療の助成
　未熟児が満１歳までに入院養育を必要とする場合、
医療費のうち健康保険が適用された後の自己負担分
を助成する。

健康推進課 ○

４
　
経
済
的
支
援
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

その他

育成医療の助成
　18歳未満の身体に障害のある児童が生活能力を得
るために必要な医療に対して、健康保険が適用された
後の自己負担分を助成する。

健康推進課 ○ ○ ○ ○

大気汚染医療費の助成

　18歳未満の児童で大気汚染による気管支ぜん息等
４疾病の医療を受けた場合に、健康保険が適用され
た後の自己負担分を助成する。
　４疾病：気管支ぜん息、ぜん息性気管支炎、慢性気
管支炎、肺きしゅ（一定の要件有）

健康推進課 ○ ○ ○ ○

小児慢性疾患の医療費助成
　18歳未満の児童で対象慢性疾患の治療に係る医療
費のうち、健康保険が適用された後の自己負担分を
助成する。（全部又は一部）

保健予防課
保健センター ○ ○ ○ ○

特殊疾病の医療費助成
　国・都が指定する特殊疾病の治療に対して、健康保
険が適用された後の自己負担分を助成する。（全部又
は一部）

保健予防課
保健センター ○

寡婦（寡夫）控除等のみなし適用

　婚姻歴のないひとり親家庭に対し、保育園、子ども
園、幼稚園の保育料、学童クラブの利用料等につい
て、寡婦（寡夫）控除等をみなし適用し、負担軽減を図
る。

関係各課

４　経済的支援　集計

４
　
経
済
的
支
援
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大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊娠期 乳幼児期 小学生 中学生
～18歳
未満

(高校生等)

青年期
(18歳～)

５　国際社会への対応

外国人英語教育指導員の配置

　学校教育の中で、日本と諸外国の文化・伝統の理解
を深め、国際協力のあり方を学ぶ機会として、小・中
学校で外国人英語指導による外国人との交流学習を
実施する。

教育支援課 ○ ○

国際理解につながる情報発信
　しんじゅく多文化共生プラザを中心に、外国人と日本
人の相互理解につながる情報発信を行う。

多文化共生
推進課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

友好都市との交流事業
(1)人的交流事業

　友好都市のドイツ・ベルリン市ミッテ区と青少年の派
遣と受入れとを交互に実施し交流を続ける。

多文化共生
推進課 ○ ○

友好都市との交流事業
(2)作品交流事業

　毎年、友好都市（中国・北京市東城区、ギリシャ・レフ
カダ市）と新宿区の児童生徒の絵画・書道作品を集
め、展示会を開催するとともに、海外の友好都市（中
国・ギリシャ）へ作品を贈る。

多文化共生
推進課 ○ ○ ○

オリンピック教育推進事業

　オリンピアンなどのアスリートを招へいして、児童・生
徒が、オリンピック・パラリンピックの歴史や意義等を
理解するとともにスポーツを通して、心身の調和的発
達を遂げられるようにする。

教育指導課 ○ ○

協働事業提案制度
　ＮＰＯ等からその専門性や柔軟性等を活かした事業
提案を公募し、審査の結果、選定された事業を、提案
団体と区が協働して実施する。

地域調整課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

ＮＰＯ活動資金助成
　区財源と区民・事業者等からの寄附金を財源とした
協働推進基金を、地域で活動するＮＰＯ法人の区民を
対象とした社会貢献的事業に対して助成する。

地域調整課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

上記２事業は、「子どもの貧困対策」に関する事業を含めた、社会貢献的事業について募集するものであるため、「子どもの貧困対策」に関する提案があった場合に「区における子ど
もの貧困対策に資する事業等」に該当する。

５　国際社会への対応　集計

どの項目にも該当しないため、欄外に記載
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